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1． はじめに

多くの産業分野の製品にねじが用いられている．全て
のねじが適切なトルクで締付けられることで，はじめて
製品の安全・品質が保たれる．ねじの締付け管理の多く
にトルクレンチやトルクドライバ等のトルク計測機器が
使用される．一方，自動車のエンジンをはじめ，回転駆
動系の性能・品質評価のためには正しくトルクを計測す
る必要がある．回転駆動系の評価に必要とされるトルク
の範囲は，数百kN･mの船舶のエンジンからハードディ
スクドライブやCD-ROM ドライブ等に見られる数十
mN･mの小型モータの回転トルクまで幅広い．特にOA
機器やAV機器など家電・IT産業における製品には多機
能化・軽量化・省電力化が求められており，より精密な
トルク計測機器が必要となってきている．
従来トルク計測機器の校正は，既知の力を発生できる
負荷機構（おもりと重力加速度または油圧ジャッキやハ
ンドル等による負荷）と既知の長さのモーメントアーム
により構成される校正装置を製造業者が独自に設定し，
それらの校正装置を用いて行われてきた．しかし，前述
のように近年の高精度なトルク計測機器へのニーズの高
まりから，トルク単位での高精度な標準供給が望まれる
ようになっている．これに対し，いち早く取り組みを開
始したのはドイツ物理工学研究所（PTB）である．PTB
では，1993年より高精度な「純ねじり」のトルク（ねじ
ることを目的とし，トルク成分に対して他の方向の力・
モーメント成分を寄生分力とする計測）を実現すること
ができるトルク標準機の研究開発を行っており，1990年
代中頃からトルク標準の供給も行っている1）．さらにト
ルク計測機器の校正方法に関する技術基準についても，

ドイツ工業規格DIN 51309として整備している2）．一方
独立行政法人産業技術総合研究所計量標準総合センター
（NMIJ/AIST）では，1997年よりトルク標準機の研究開
発を開始し3），2004年までに5～20000 N･mの範囲でト
ルク標準供給を開始した．また，校正方法のガイドライ
ンとして社団法人日本計量機器工業連合会規格 JMIF-015
「トルクメータ校正事業者のためのガイドライン」4）およ
びJMIF-016「参照用トルクレンチ校正事業者のためのガ
イドライン」5）が定められている．このようなトルク標
準に関する取り組みは，近年他国および他地域でも始め
られている．現在多くの国家計量標準機関（NMI）がター
ゲットとし研究開発を行っているのは1 kN･mレンジが
実現できるトルク標準機である．しかしながら前述のよ
うに，産業界ではより小容量（本論文では10 N･m以下
を指す）の範囲までのトルクが使用されており，トルク
標準の開発で先行してきた我が国としても産業界のニー
ズに対応するため，小容量トルク標準の整備が急務であ
ると考える．
そこで，OA機器等の精密回転駆動部，トルクドライバ
等の締付け工具兼計測機器に代表される10 N･m程度以
下の小容量トルクの計測技術や標準の現状を調査し，小
容量トルク標準を新たに整備するために必要な指針を得
ることを目的として本調査研究を行った．

2． トルクおよびトルク計測機器

2.1　トルクの定義6），7）

一端を固定した直径D，長さL1の中実丸棒の他端に偶
力のモーメント を与えれば，丸棒はねじられる（図1参
照）．このような偶力のモーメントをトルクという．この
とき，トルクとねじり角および主応力の関係は次式で与
えられる．＊ 計測標準研究部門　力学計測科

技 術 資 料
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………………………………（1）

………………………………（2）

ここでGはせん断弾性係数である．したがって，トルク
はθまたはσに比例する量として変換されて検出される．
なお，ねじりによって仕事を伝達する役割を果たす伝
動軸では仕事を伝える速度が問題となり，それらの能力
を仕事率P（W）で表すことが多い．T（N･m）のトルク
を毎分n回転（rpm）で伝える伝動軸の仕事率Pは，

………………………………（3）
で表される．
トルクは国際単位系（SI）8）では，力のモーメントとし
て組立単位に分類され，ニュートン・メートル（N･m）で
表される．

2.2　トルク計測機器

トルク計測機器とは，弾性体の弾性変形あるいはそれ
に比例する量を測定することによりトルクを決定する計
測機器全般を指す4），5）．トルク計測機器には，トルクメー
タ・参照用トルクレンチ・トルクドライバチェッカ・ト
ルクレンチチェッカ・参照用トルクドライバが含まれる．
以下では各機器について簡単に説明する．

（1）トルクメータ4）

トルク計測機器のうち，レバーが付随するトルクレン
チ形状以外のものを言い，純ねじりによりトルクを伝達
するものをいう．トルク変換器，ケーブル，指示計器を
含む．
（2）参照用トルクレンチ5）

トルク計測機器のうち，レバーが付随するトルクレン
チ形状のセンサ部（トルク変換器）を持つものを言い，必
然的に横力や曲げモーメントを伴ってトルクを伝達する

ものを言う．「参照用」トルクレンチは，下位の校正装置
や試験装置の校正の際に参照標準として使用される機器
を指す．
（3）トルクドライバチェッカ9）

トルク計測機器のうち，トルクドライバを校正（また
は試験）するものを言い，トルク負荷機構を持たないた
めトルクドライバに手動で負荷をかけて指示値を読み取
る．
（4）トルクレンチチェッカ9）

トルク計測機器のうち，トルクレンチを校正（または
試験）するものを言い，トルク負荷機構を持たないため
トルクレンチに手動で負荷をかけて指示値を読み取る．
（5）参照用トルクドライバ9）

トルク計測機器のうち，トルクドライバテスタを校正
するための常用参照標準．機能的にはトルクメータと相
違はなく，必ずしもドライバ形状ではない．

なお，主にエンドユーザが使用するトルク計測機器と
してトルクツールが挙げられるが，これらは大きく手動
式と電動式に分類される．手動式トルクツールに関して
は，ISO 6789 "Assembly tools for screws and nuts - Hand
torque tools - Requirements and test methods for deign
conformance testing, quality conformance testing and
recalibration procedure"10）やJIS B 4650「手動式トルクレ
ンチ」11）が技術基準として制定されている．ISO 6789で
は手動式トルクツールをセッティング式と指示式に大別
している．セッティング式とは所定トルクに達するとト
グルが動作音を発し，手に感触を与える方式である（図
2参照）．指示式にはアームのたわみによってトルク値を
直接メモリ板に読み取る直読式のものや，トーション
バーの捩りを拡大してトルク値をダイヤルメモリ上に指
示するものがある（図3参照）．いずれの方式にもトルク
レンチおよびトルクドライバがあり，トルクツールの

図1　端面を固定した中実丸軸に作用するトルク

図2　セッティング式トルクレンチ（例）

図3　指示式トルクレンチ（例）
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ユーザは用途に応じて選定し，使用している．

3． 国内におけるトルク標準に関するニーズ調査

2005 年 6 月に日本国内におけるトルク標準に関する
ニーズ調査を実施した．アンケートの対象はトルク計測
機器メーカ，ユーザ並びに校正事業者とし，31社中20社
から回答をいただいた（図4参照）．アンケート項目は以
下の通りである．
（1）トルク標準のSIトレーサビリティは必要か．
（2）現在使用しているトルク範囲について．
（3）現在使用しているトルク範囲に対する要求不確さ

について．
図5に，項目1に対する回答結果を示す．なお，「トル
ク標準のSIトレーサビリティ」とは，質量，重力加速度
及び長さ（または力及び長さ）によるトレーサビリティ
を確保し，校正事業者または使用者が自らトルク単位を
組み立てることではなく，SIに基づく力のモーメントの
単位（N･m）でもってトレーサビリティを確保すること
を意味する．図5より，「早急に必要である」という回答
は全体の40%であり，「将来的には必要である」の回答50%
と合わせておよそ90%の企業がトルク標準のSIトレーサ
ビリティが必要であると回答しており，トルク標準に対
する関心が高いことが示された．
図6に，項目2に対する回答結果を示す．縦軸は産業分
野または使用目的を示す．図中に，NMIJが 2004年まで
に設定し，供給を開始しているトルク標準の範囲（5～
20000 N･m）を灰色で示す．図6より，すべての産業分
野・使用目的において5～20000 N･mのトルクが使用さ
れていることがわかる．一方，医療・航空・家電・一般
産業機器・PC組み立て・複写機等では，5 N･m以下のト
ルク計測機器がより多く使用されている．これらの利用
の内訳としては，製品の組み立てにおけるねじの締付け
トルク管理や，電子機器等の調整，モータなどの性能試

図4　トルク標準ニーズ調査（1）
アンケート対称企業

験などが挙げられる．なお1～10 N･mのトルク範囲はす
べての分野において使用されていることもわかる．以上
より，従来から 10 N･m以下の小容量トルク範囲が多く
の産業分野で使用されている点や，先のSIトレーサビリ
ティへの関心が高まっていることから，小容量トルク標
準供給への範囲拡大が急務であることが確認された．一
方，20000 N･m以上の大容量トルク範囲に関しては，小
容量に比べて重厚長大産業などに目的および用途が限ら
れていて，使用範囲とした回答は少なかった．しかしな
がら，阪神大震災以後，建造物の耐震性や安全性につい
ての関心が高まり，20000 N･m以上のトルク計測機器へ
のニーズも増加傾向にあると言われている．将来的には
20000 N･mを超える大容量トルク標準への範囲拡大も必
要であろう．さらに自動車産業では，部品の締結などに
用いる静的なトルク計測機器に加えて，エンジンの燃焼
時の爆発の影響を調べるための高応答性動的トルク計測
機器にも関心が示されている12）．しかし動的トルクに関
してはPTBにおいても100 N･mレンジの研究13）がなさ
れているが標準供給には至っていない．動的トルクにつ
いては，標準供給に対するニーズが高いのは事実である
が，静的トルクのトルク標準・トレーサビリティ体系で
さえ不十分である現在，今後の課題であると考えられる．
図7に，項目3に対する回答結果を示す．これより，多
くのトルク範囲において求められている不確かさは1～
5 %であることがわかる．手動式トルクツールの校正（ま
たは試験）における最大許容偏差は，ISO 6789では±4
%または6%，JIS B 4650では±3 %となっている（これら
の規格では，校正・試験の定義の仕方が曖昧である．ま
たこれらの規格では不確かさに関する規定がなく，ここ
では最大許容偏差を不確かさに代わる目安として考え
た）．しかし10 N･m以下の小容量範囲に着目すると，中
容量，大容量ではあまり見られなかった0.1～0.5 %の不
確かさが要求されている．小容量トルク標準では，従来
のトルク標準よりも高精度な標準が必要とされているこ

図5　トルク標準ニーズ調査（2）
　　　　　　　　トルクのSIトレーサビリティは必要か
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とがわかる．
今回のアンケート結果より，産業界ではトルク標準に
ついての関心が高く，さらに様々な分野で10 N･m以下
のトルク範囲が使用されていることが明らかとなった．
産業界のニーズに対応するためにも高精度なトルク標準
の範囲拡大が急務である．

4． トルク標準のトレーサビリティ階層構造及び技術基

準

4.1　国内におけるトルク標準トレーサビリティの階層構

造

図8に，国内の産業界とNMIJ質量力標準研究室との議
論に基づき提案されているトルク標準のトレーサビリ
ティ階層構造について要約して示す14）．特定標準器とし
てNMIJが開発し維持するトルク標準機があり，第一階
層の校正事業者が使用する特定二次標準器として参照用
トルクメータ及び参照用トルクレンチがある．第一階層
の校正事業者はそれらを参照してトルク基準機を内部校
正し，校正サービスに用いる．第二階層の校正事業者は，
常用参照標準としてトルクメータ・参照用トルクドライ
バ・参照用トルクレンチを使用して主に出張校正を行う．
そして，第三階層の校正事業者あるいは試験事業者は，
トルク試験機・トルクドライバチェッカ・トルクレンチ

図6　トルク標準ニーズ調査（3）
　　　　現在使用しているトルク範囲

図7　トルク標準ニーズ調査（4）　　　　　　　　　
　　現在使用しているトルク範囲の要求不確かさ



151

小容量トルクの計測技術と標準に関する調査研究

産総研計量標準報告　Vol. 4, No. 3 2006年 1月

チェッカ・トルクドライバテスタ・トルクレンチテスタ
を用いて，ユーザのトルク計測機器を校正あるいは試験
する．このように，トルクのトレーサビリティ体系は，ト
ルクメータとトルクレンチで分岐された後，ユーザに至
るまで複雑な経路を辿る．なお，上記の特定標準器及び
特定二次標準器，並びに第一，第二階層の校正事業者の
校正対象となる校正器物にのみ関して言えば，これらは
2005年3月及び6月の経済産業省官報告示，並びに2005
年 7 月の独立行政法人製品評価技術基盤機構認定セン
ターによる計量法校正事業者登録制度（JCSS）の登録事
業者の登録に係る規定によりすでに指定を受けている15）．

4.2　トルク計測機器に関する技術基準

表1に，トルク計測機器に関する各階層の主な国と地
域の技術基準について示す．ドイツ工業規格DIN 51309
は，トルク計測機器の校正方法のみならず，不確かさの
評価方法について規定しており，静的トルク校正方法に
関する有名な国内規格として他国でも広く参考にされて
いる．また，EA-10/1416）は，DIN 51309を基本として欧
州認定機関協力機構が定めたガイドラインで，純ねじり
トルク計測のためのトルクメータの校正方法を定めた欧
州地域の技術基準として利用されている．
我が国ではこれらの階層構造に関する技術基準として，
第一階層校正事業者のために，JMIF-015，JMIF-016が業
界団体により策定されており，第三階層の校正事業者向
けにはISO 6789と JIS B 4650がある．
このような国および地域の技術基準が制定されている
中で，純ねじりトルク計測のためのトルク計測機器の校
正方法に関する国際規格（ISO）は定められていない．国
際的整合性をとるためにも早期のISOの制定が必要であ
る．

図8　日本国内におけるトルク標準トレーサビリティ階層構造（案）

5． 世界のトルク標準

5.1　CIPM MRA Appendix Cへの登録状況

世界のトルク標準供給状況について，国際度量衡局
（BIPM）のホームページに掲載されている国家計量標準
に関する国際相互承認協約（CIPM MRA）の附属書C
"Calibration and Measurement Capabilities Mass and re-
lated quantities"23）に登録されている各NMIのトルク標
準の供給可能範囲を示す．登録しているNMIは世界で10
の機関であり，多くの産業分野で使われている5 ～20000
N･mの範囲の供給は可能であるとしている．特にPTBで

表1　トルク計測機器の校正方法に関する技術基準
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は0.01 N･mと非常に小さいトルク範囲まで供給可能であ
ると宣言している．しかしこれらのCMCは各NMIがあ
る不確かさでトルク計測機器の校正サービスをできると
いうことを示しているだけであり，一般のユーザにまで
産業界のニーズにあった高精度な標準供給がなされてい
るかどうかは不明である．また，各NMI からの申請が
CMC表に反映されるまでに通常1年以上の時間を要する
ことにも留意する必要がある．

5.2　トルク分野の基幹比較参加機関

2004 年の質量関連量諮問委員会の力作業部会（CCM
WG Force）の議事録の資料24）をもとに，トルク分野の
基幹比較参加機関についてまとめた結果を表2に示す．
ここでは，計画されている基幹比較のトルク範囲に基づ
いて，1 kN･mと20 kN･mを実現することができるトル
ク標準機を所有しているNMIにそれぞれ分類する．な
お，dead-weight（実荷重式）およびreference（ビルドアッ
プ式）は，トルク校正装置の種類であり，実荷重式の方
がより高精度なトルクを実現することができる．1 kN･m
のレンジには，米州で1ヶ国，欧州で4ヶ国，アジア太平
洋で2ヶ国と，全部で7ヶ国が参加を表明している．この
ように高精度なトルク標準機を所有しているNMIは非常
に少ない．また，20 kN･mレンジでは，高精度な実荷重
式トルク標準機を所有しているのはPTBとNMIJのみで
ある．このことからも，現時点では高精度なトルク標準
の供給が行える国・地域は少なく，トルク標準は世界的
に見ても研究・開発途上であると言える．

6． トルク校正装置

現在研究開発されているトルク校正装置は大きく3つ
のタイプに分類される．以下に各校正装置の概要をまと

図9　CIPM_MRA付属書Cに登録されている
 各NMIのトルク標準供給範囲23）　

め，またJMIF-015で計算事例として挙げられているトル
ク校正装置による実現トルクの不確かさ評価方法を紹介
する．なお，ここで紹介する計算事例はあくまでも典型
例であり，トルク校正装置の構造・機能・能力に応じて
必要な不確かさ成分を入れ替えまたは追加することが望
ましいと考えられる．

6.1　実荷重式

図10に実荷重式トルク校正装置の概略を示す．この校
正装置では，一般にモーメントアームの長さは長さの国
家標準にトレーサビリティをとって測定され，おもりの
質量は質量の国家標準にトレーサビリティをとって測定
され調整されている。また設置場所の重力加速度も時間
と長さの国家標準にトレーサビリティをとって測定され
ている．水平姿勢を維持するよう制御されたモーメント
アームの先端におもりを吊るして垂直方向に負荷をかけ
ることにより，既知のトルクを発生させ校正を行う．こ
の校正装置では，高精度な純ねじりのトルクを発生する
ことができ，5.2で述べた基幹比較に参加予定のNMIの
多くはこのタイプの標準機を開発している．特にPTBと
NMIJでは，1 kN･m及び20 kN･mの実荷重式トルク標準
機を保有しており，発生できるトルクの相対拡張不確か
さは，PTBでは両標準機ともに2.0×10-5 25），NMIJでは
それぞれ4.9×10-5 26）と6.6×10-5 27）と評価されている．
PTBで開発された実荷重式トルク標準機の特徴は，アー
ムの支点部にエアベアリング方式を採用していることで
ある．エアベアリング方式は，高精度なトルク標準機開
発には極めて重要な技術である．同様に，NMIJで開発さ
れた    1 kN･m及び20 kN･mの実荷重式トルク標準機に
もエアベアリング方式が用いられているが，PTBでは支
点部に 1 つのエアベアリングを用いているのに対し，

表2　トルク分野の基幹比較参加機関24）
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図10　実荷重式トルク校正装置

NMIJでは 2つのエアベアリングを用いている点が大きく
異なる28）, 29）．2つのエアベアリングを用いることにより，
曲げに対する剛性を高める効果があり，NMIJではPTB
よりも定格容量のより大きな参照用トルクレンチを精密
に校正することができる．
実荷重式トルク校正装置で実現されるトルクの相対合
成標準不確かさは次式で評価される．

（4）
ここで各相対標準不確かさは下記の影響を考慮している．
　　：おもりの質量
　　：トルク校正装置の設置場所における重力加速度
　　：おもりに及ぼす空気浮力の影響
　　：モーメントアーム長さ（温度補正も含む）
　　：モーメントアーム長さのたわみ補正
　　：支点感度限界
　　：支点感度の再現性
　　：指示安定性
特にモーメントアーム長さの相対合成標準不確かさや軸
受の支点感度限界に基づく相対標準不確かさが，実荷重
式トルク校正装置で実現されるトルクの不確かさに対し
て支配的となる場合が多い．これら不確かさ要素を低減
することでより高精度なトルクを実現することが可能と
なる．

6.2　ロードセル式

図11にロードセル式トルク校正装置の概略を示す．力
の国家標準にトレーサブルな校正がなされた力計（ロー
ドセル）と既知の長さのアームにより基準となるトルク
を実現する．このタイプは，トルク計測機器メーカが従
来から使用している場合が多い．
ロードセル式トルク校正装置で実現されるトルクの相
対合成標準不確かさは，次式で評価される．

図11　ロードセル式トルク校正装置

（5）

ここで各相対標準不確かさは下記の影響を考慮している．
　　：基準力計の校正の相対合成標準不確かさ
　　：基準力計の設置再現性
　　：基準力計の長期安定性に基づく相対標準不確か

さ

6.3　ビルドアップ式

図12にビルドアップ式トルク校正装置の概略を示す．
この校正装置では，実荷重式トルク標準機やトルクの国
家標準にトレーサビリティをとった他のトルク校正装置
により校正された基準トルクメータと，校正器物とを直
列につないで比較し校正を行う．ビルドアップ式トルク
校正装置で実現されるトルクの相対合成標準不確かさは
次式で評価される．

（6）

ここで各相対標準不確かさは下記の影響を考慮している．
　　：基準トルクメータの校正の相対合成標準不確か

さ
　　：基準トルクメータの設置の再現性
　　：基準トルクメータの長期安定性に基づく相対標

準不確かさ
この校正装置では，縦型や横型といった配置の選択や，
また基準トルクメータとのカップリング方法などが技術
課題となる．
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図12　ビルドアップ式

7． 小容量トルク標準機開発における技術課題

小容量トルクに関する産業界のニーズを受け，PTBで
は2006年の完成を目標に小容量の実荷重式トルク標準機
の開発が進められている．PTBでは，小容量トルク標準
機の開発において，周囲環境からの温度，風等の外乱と，
地盤からの振動，またおもり載せ変え時に発生する振動
の除去が重要ではないかと示唆しているが，小容量トル
ク標準機に関する議論や研究発表はこれまでほとんどな
されていない．NMIJでも小容量トルク標準機の形式に
実荷重式を採用する計画であるが，高精度な小容量トル
ク標準機を開発するためには6.1 で示した不確かさ要因
を低減する必要があり，さらに小容量の装置に固有の問
題を解決する必要がある．大容量トルク標準機では，お
もりを吊るす際に生じるモーメントアームのたわみ30）や
メタルバンドの変位に関する研究がなされているが，小
容量トルク標準機の場合はそれらの影響は相対的に小さく
なるのではないかと考えられる．しかしながら，1 kN･m
や20 kN･mの実荷重式トルク標準機よりも，支点部の影
響，おもりの負荷形式の影響，おもりを吊るす際に生じ
る振動の影響や周囲環境の影響等が顕著になると考えら
れる．特に小容量トルク範囲では，中容量・大容量より
も要求不確かさが小さくなっているため，より高精度な
標準供給が必要である．以下に，実荷重式トルク標準機
開発における現状と技術課題を示す．

7.1　支点部

支点部は，実荷重式トルク標準機における最も重要な
構成要素の一つである．小容量トルク標準機に最も適し
た支点の方法を検討するために，まず現在各NMIが保有
している標準機に採用されている手法について調べた．

7.1.1　エアベアリング方式

エアベアリング方式（Aerostatic bearing type）は，PTB，
NMIJ，KRISS31），UME32）等の実荷重式トルク標準機に
採用されている．この方法は摩擦の影響を極めて小さく
することができる．PTBとNMIJはこの方式を採用して
それぞれ2台のトルク標準機を開発しており，いずれも
相対不確かさは10-5 のオーダで，実荷重式トルク標準機
の中でも極めて高精度なトルクを実現している．摩擦の
低減以外にもエアベアリングの長所としては，剛性が高
いことや油などの潤滑剤を使用しないため周囲を汚染し
ないことなどがあげられる．現在もエアベアリングに関
する研究開発は盛んに行われており，H型やキャロット
（calotte）型エアベアリングなど曲げ剛性を高めるための
形状の工夫33）や，外乱振動への弱さを改善するための多
孔質材を用いたエアベアリングの開発などが提案されて
いる34）．
エアベアリング方式を小容量の実荷重式トルク標準機
に用いる場合，モーメントアームも積載するおもりも従
来のトルク標準機に比べ軽くなるため，エアベアリング
に供給する空気の脈動がトルク発生に影響を与える可能
性がある．したがって，脈動防止装置の設置や，フィー
ドバック機構をもったコントローラの開発が必要ではな
いかと考えられる．また，供給する空気の塵埃や湿度の
影響も顕著となる可能性が高い．NMIJの1 kN･m及び20
kN･mトルク標準機では，コンプレッサで圧縮した空気
をトルク標準機に供給する際に複数のフィルタによって
塵埃や湿気を除去している．より高精度なトルク標準機
を開発するためには，乾燥空気や窒素ガスのガスボンベ
からの供給方法など，従来とは異なるガスの供給方法も
検討する必要があると考えられる．

7.1.2　ナイフエッジ方式

ナイフエッジ方式（Knife-edge type）は，中国のNIM
が所有しているトルク標準機35）に採用されており，その
原理は天秤と同様である．NIMのトルク標準機の相対不
確かさは10-4であり，一般にナイフエッジ方式はエアベ
アリング方式にくらべ性能が劣る．ナイフエッジ方式で
は，トルク計測機器の回転中心とナイフエッジの先端を
一致させるのが大変困難であること，また摩耗や摩擦の
低減などの技術課題がある．

7.1.3　弾性ヒンジ方式

弾性ヒンジ方式（Elastic-hinge type）は，近年ブラジル
のINMETRO36）やスイスのMETAS等のトルク標準機に
採用されている方法で，ドイツのGTM社が開発した手法
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である37）．弾性ヒンジは小容量の電子天秤等に用いられ
る技術であるが，電子天びんがてこ比を相対的に維持す
れば良いのに対してトルク校正装置ではヒンジの厚さで
決まる絶対長さが直接トルクに影響を及ぼす点が異なる．
この方法では，ヒンジの厚さが不確かさに影響を与える
ため，大容量トルク標準機では不利だと考えられるが，
METASでは1 kN･mレンジのトルク標準機の相対不確か
さが5×10-5であると宣言している．GTMは，弾性ヒン
ジを支点機構に用いる利点は高価なエアベアリングを使
用せずとも10-4 未満の不確かさを実現できることである
としている36）が，ヒンジ部と回転軸部の接続方法など技
術課題がある．また弾性ヒンジを用いた場合の実現トル
クの不確かさ評価には疑問点も多い．

7.1.4　転がり軸受方式

転がり軸受を用いる方式（Roller-bearing type）で，ト
ルク計測機器との回転軸を一致させるのは容易であるが，
エアベアリングに比べて摩擦の影響が大きい．これによ
る不確かさの影響を低減するため，フィンランドの
MIKESが所有する2 kN･mトルク標準機では，内部ベア
リングと外部ベアリングの2つの転がり軸受を重ねて使
用することで，10-4のオーダの相対不確かさを実現できた
としている38）．

7.2　おもりの負荷形式

実荷重式トルク標準機に用いられているおもりの負荷
形式は2つに分類することが出来る．ひとつは連鎖式お
もりスタック（図13参照）であり，もうひとつは交換式
おもりスタック（図 14参照）である．
PTB，NMIJ，NPL39）などのトルク標準機では，連鎖式
おもりスタックを採用している．この方法は，荷重の増
加及び減少においてトルク変換器に常に増加または減少
の方向に負荷を与えることができる．また，連鎖式おも
りが設置されているステージを上下することによって校
正シーケンスを実現することができるので，より簡易な
システムで自動化することができる．しかし，通常連鎖
式おもりは個々のおもりが吊り部，蓋，胴体の三つの
パーツから構成されているため，質量が小さくなるほど
パーツの製作はより困難になる．
一方，交換式おもりスタックを採用しているのは
METASやKRISS，PTBなどである．任意のおもりを載
せ替えることにより，所定のトルクを発生させる．また，
交換式おもりスタックでは，OIML R111に規定された規
格分銅の組40）を用いる方法も考えられる．但し，交換式
おもりスタックではおもりを吊るし変える時に，一度

図13　連鎖式おもりスタック

図14　交換式おもりスタック

モーメントアームを保持しなければならない．そのモー
メントアームの保持・解除の瞬間にトルクリップルが生
じるため，連鎖式おもりスタックのように常にトルク変
換器に増加または減少の方向に負荷を与えることができ
ない．交換式おもりスタックの場合はこのトルクリップ
ルが技術課題になると考えられる．

7.3　振動および環境の影響

その他の課題としては，振動と環境の影響の評価が考
えられる．振動の原因としては，地盤からの外乱と，モー
メントアームにおもりを積載する際に発生する振動が考
えられる．振動対策としては除振台の利用が一般的であ
り，ゴム式，コイル式，空気式，アクティブ式などがあ
る．これらはフロアからの外乱を除去することには大変
優れているが，テーブルに不均一に荷重が作用すると水
平性が失われる可能性が有る．トルク標準機では，水平
性も重要なパラメータであるため，除振方法として質量
の大きな台を用いる方法が適切ではないかと考えられる．
環境の影響としては，周囲空気の対流による擾乱が考
えられる．現在NMIJではモーメントアームやおもり周
辺に風防を設置しているが，小容量トルク標準機の場合
は校正器物も含めた標準機全体を風防内に設置する必要
があると考える．一方で，風防内の温度変動を抑える工
夫も必要となる．
この他にも，現状では高精度な小容量トルク変換器が
開発されていないことも問題で，標準供給体制全体で精
度を保つためには，標準機の開発と平行して仲介器とな
る小容量のトルク変換器の開発も行う必要がある．
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8． まとめ

本調査研究では，10 N･m以下の小容量トルク標準を整
備する際の指針を得るため，産業界のニーズ調査と国内
外でのトルク計測に関する技術基準の整備状況について，
さらに各国NMIでのトルク標準機の研究開発の状況を調
査し，小容量トルク標準機開発のための技術課題につい
てまとめた．
ニーズ調査では，多くの企業がトルクのトレーサビリ
ティに関心を示した．また，ほとんどの企業が1～ 10
N･mのトルク範囲でもトルク計測を行っており，特に家
電，OA機器，航空，医療分野において，5 N･m以下のよ
り小さなトルク範囲でのトルク計測を必要としているこ
とが明らかとなった．さらに不確かさについては，小容
量トルク範囲において，中容量・大容量には見られな
かった0.1～0.5 %と，より高精度なトルク計測機器が求
められていることがわかった．
トルク計測のトレーサビリティ体制の確立に関し，国
際規格，国，地域の技術基準の整備状況を調査した．ト
ルク計測機器の校正方法に関しては未だISOが制定され
ておらず，各国，地域でそれぞれ工業規格やガイドライ
ンを制定している状況である．
トルク標準機の研究開発については，トルク校正装置
の種類を調査し，それぞれの特徴をまとめた．特に高精
度な純ねじりトルクを実現することができる実荷重式に
ついては，その技術課題として支点部，おもり，振動お
よび周囲環境の影響について考察した．支点部に関して
は，エアベアリング方式，ナイフエッジ方式，弾性ヒン
ジ方式，転がり軸受方式に分類し，それぞれの特徴をま
とめた．おもりについては連鎖式おもりスタックと交換
式おもりスタックに分類し，小容量トルク標準機で用い
る際に検討しなければならない技術課題をまとめた．
今後，これら技術課題について検討し，産業界のニー
ズに答えるためにもトルク標準の早期範囲拡大が急務で
ある．
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